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　 平成28年度　専門職向けスキルアップ研修会
 データヘルスから読み取る保健師の立場で今できること
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5 健康保険■ 2017.1

年
末
、2
0
1
7
年
度
の
国
の
予
算
案

が
閣
議
決
定
さ
れ
、一
般
会
計
歳
出
の

33
・
3
％
、一
般
歳
出
の
55
・
6
％
を
占
め
る
社
会

保
障
関
係
費
は
政
府
全
体
で
32
兆
4
7
3
5
億

円（
対
16
年
度
+
4
9
9
7
億
円
、
1
・
6
％

増
）が
計
上
さ
れ
た
。医
療
費
の
国
庫
負
担
は

11
・
8
兆
円（
+
1
・
9
％
）で
介
護
サ
ー
ビ
ス
費

3
・
0
兆
円（
+
2
・
8
％
）と
合
わ
せ
る
と
約

15
兆
円
弱
と
な
り
、社
会
保
障
関
係
費
の
約
5

割
を
占
め
て
い
る
。ま
た
、地
域
医
療
介
護
総

合
確
保
基
金
に
医
療
分
6
0
2
億
円
、介
護
分

4
8
3
億
円
が
計
上
さ
れ
、病
床
の
機
能
分
化
・

連
携
に
必
要
な
基
盤
整
備
・
在
宅
医
療
の
推
進
・

人
材
の
確
保
養
成
に
必
要
な
事
業
が
進
め
ら

れ
る
ほ
か
、地
域
支
援
事
業
推
進
に
2
1
5
億

円
が
計
上
さ
れ
認
知
症
施
策
や
地
域
ケ
ア
会

議
の
推
進
等
が
図
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　

18
年
度
か
ら
都
道
府
県
単
位
で
運
営
さ
れ

る
市
町
村
国
保
に
つ
い
て
、低
所
得
者
の
保
険

料
軽
減
対
象
者
の
拡
大
、財
政
安
定
化
基
金
の

積
み
増
し
、低
所
得
者
数
に
応
じ
た
保
険
者
へ

の
財
政
支
援
の
拡
充
が
行
わ
れ
る
な
ど
、財
政

支
援
が
拡
充
さ
れ
る
。ま
た
、高
齢
者
医
療
の

重
い
拠
出
金
負
担
に
つ
い
て
は
、保
険
者
相
互

の
拠
出
と
国
費
の
折
半
に
よ
り
負
担
軽
減
対

象
の
保
険
者
を
拡
大
す
る
ほ
か
、低
所
得
者
の

介
護
保
険
第
1
号
保
険
料
も
軽
減
さ
れ
る
こ

と
と
な
っ
た
。

　

消
費
税
率
10
％
へ
の
引
き
上
げ
の
再
延
期
、

景
気
の
低
迷
な
ど
も
あ
っ
て
、こ
う
し
た
施
策

に
必
要
な
財
源
が
不
足
す
る
た
め
、超
高
額
の

薬
剤
オ
プ
ジ
ー
ボ
の
薬
価
5
割
引
き
下
げ
・
薬

価
差
の
大
き
い
薬
剤
の
毎
年
改
定
な
ど
薬
価

基
準
制
度
見
直
し
の
ほ
か
、介
護
保
険
第
2
号

保
険
料
の
総
報
酬
割
導
入
、受
診
時
一
部
負
担

に
係
る
高
額
療
養
費
制
度
の
限
度
額
引
き
上

げ
が
行
わ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　

薬
価
基
準
の
見
直
し
の
政
策
方
向
は
基
本

的
に
評
価
す
る
が
、国
の
財
政
収
入
不
足
を
被

用
者
保
険
料
で
実
質
的
に
肩
代
わ
り
さ
せ
る

構
図
が
繰
り
返
さ
れ
た
こ
と
に
つ
い
て
は
、重

ね
て
遺
憾
の
意
を
表
し
て
お
き
た
い
。

　

安
倍
総
理
の
掲
げ
る「
安
心
に
つ
な
が
る
社

会
保
障
」の
確
立
、国
民
皆
保
険
体
制
の
堅
持

の
た
め
に
は
、ま
ず
第
1
に
医
療
費
適
正
・
効

率
化
対
策
を
徹
底
す
る
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
る
。

増
加
の
目
立
つ
薬
剤
費
に
つ
い
て
は
、I
C
T

の
活
用
を
大
胆
に
進
め
、「
多
剤
重
複
投
与
」の

是
正
、「
費
用
対
効
果
評
価
」の
積
極
的
な
活
用

が
図
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。ま
た
、医
薬

品
や
特
定
保
険
医
療
材
料
、高
額
医
療
機
器
の

実
勢
価
格
動
向
を
踏
ま
え
、D
P
C
や
包
括
評

価
の
技
術
料
に
つ
い
て
も
適
宜
見
直
し
が
行

わ
れ
る
必
要
が
あ
る
。

　

18
年
度
は
、診
療
報
酬
と
介
護
報
酬
の
同
時

改
定
の
年
で
も
あ
り
、患
者
・
利
用
者
の
視
点

に
立
っ
た
医
療
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
が
行

わ
れ
る
よ
う
、健
保
組
合
と
し
て
も
レ
セ
プ
ト

点
検
、医
療
費
通
知
、デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
な
ど
に

つ
い
て
保
険
者
機
能
を
一
層
発
揮
す
る
と
と

も
に
、地
域
に
お
け
る
医
療
介
護
サ
ー
ビ
ス
提

供
体
制
の
あ
り
方
に
つ
い
て
積
極
的
に
関
与

し
て
い
き
た
い
。ま
た
、予
想
さ
れ
る
総
選
挙

に
向
け
、社
会
保
障
目
的
税
で
あ
る
消
費
税
の

税
率
引
き
上
げ
の
必
要
性
を
強
く
訴
え
て
い

く
こ
と
と
し
た
い
。
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